
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４３１５

研究活動スタート支援

2016～2015

多国籍企業の現地適応マネジメント

Multinationals' local adaptation management

９０７５７８３２研究者番号：

小林　美月（Kobayashi, Mizuki）

立命館大学・経済学部・准教授

研究期間：

１５Ｈ０６１２１

平成 年 月 日現在２９   ９   １

円     2,000,000

研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、タスク特性に着目してアウトソーシング・マネジメントを明らかに
することである。本研究は製品アーキテクチャ論に基づく分析フレームワークを適用した結果、中国大連では現
地企業はソフトウェアという専門的技能のみならず、日本企業との取引から関係的技能も蓄積され、自動車産業
で見いだされる特徴が観察された。また多国籍企業と現地企業の相互作用を取り上げることによって、多国籍企
業起点の産業集積の形成について製品アーキテクチャ論を用いた分析フレームワークの有用性が高まった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to study software outsourcing management 
focusing on task characteristics. This research is based on interview data. The case studies mainly 
about Japanese companies and local companies in the Dalian software industry agglomeration in China.
 
The main results of this research are the following two points. First, in China Dalian, local 
companies accumulated not only the technical skills of software but also relational skills from 
interaction with Japanese clients, and this is also the characteristics found in the automobile 
industry were observed so far. Secondly, the robustness of the analysis framework which is using 
product architecture has enhanced for the formation of multinationals-driven industrial 
agglomeration. 

研究分野：国際経営

キーワード： 多国籍企業と現地企業の適合プロセス　ソフトウェア開発アウトソーシング　関係的技能　専門的技能
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１．研究開始当初の背景 
経済産業省の『第 43 回海外事業活動基本
調査』によると、2012 年度の日本企業の現
地法人の数は、アジア地域では増加し、1 万
5324 社と全地域の約 65％を占める。そのな
かでASEANに拠点を展開する日本企業が増
えつつも、中国の日本企業は 7700 社、全地
域に占める割合が 33％という大きな存在感
を示す。自動車や家電、エレクトロニクスな
どの産業の、中国市場における日本企業の戦
略、現地企業の成長に関して、分析枠組みに
基づく実証研究が多くなされてきた(新宅・天
野 2009)。一方、IT分野においても中国との
深い関わりが最近注目されつつある。それは
日本企業からのソフトウェア・アウトソーシ
ングの分野である。 
 『情報サービス産業白書 2011－2012』の
調査によると、日本からのオフショア発注総
額は、リーマンショックの影響を除き、基本
的に右上がりの増加傾向を示し、発注先とし
て中国が圧倒的な地位を築いていることが
わかる。また同調査では、調査先の企業 161
サンプルのなかで、オフショアの活用をすで
に取り組んでいる企業の比率は 50％を超え、
オフショアの活用を必要とする、あるいは検
討中の企業の比率は約 15％を占めている。ま
た中央大学研究チームの調査では、オフショ
ア開発を行う理由として、コスト削減のみな
らず、開発人材の確保も挙げられるため、日
本企業からのオフショア開発は今後も伸び、
人件費が安い中国内陸部やベトナム等の国
への発注が増えると予想される(丹沢, 2014)。
しかしながら、どのような製品、工程を海外
に出し、現地企業とどのように付き合い、日
本企業の進出は、現地産業の発展に何をもた
らすのか？と一連の課題を考える必要があ
るが、既存研究は全ての答えを用意している
わけではない。 
 グローバル化が進展した近年、単一あるい
は複数の多国籍企業の生産拠点、開発拠点の
立地が、現地の産業集積の形成をもたらすと
いう事例は、様々な産業や地域で観察される。
その集積のプロセスや特徴は、産業や地域に
よって異なる傾向があるが、多国籍企業の影
響力が強い産業集積を総合的に説明するフ
レームワークはまだ見られない。例えば、輸
送時間や輸送費がかかり、特殊部品取引を必
要とする自動車の場合、日本自動車企業は市
場を求めて海外に立地すると、特殊部品を納
める重要なサプライヤーもその自動車企業
の近くに立地するため、日系部品工場の集積
が形成される。一方、賃金の非常に低い出稼
ぎ労働者が大量に集まる中国華南地域には、
汎用的なハードウェア製品を組み立てる多
国籍企業や現地企業の工場が集中する。さら
に、輸送費や輸送時間がかからないソフトウ
ェア開発についても、企業は必ずしも地理的
に集中する必要がないにも関わらず、インド
のバンガロールは、パッケージ・ソフトが主
に使われるアメリカのソフトウェア開発ア

ウトソーシング先として確固たる地位を確
立している。このように、多国籍企業の単独
進出あるいは複数進出、立地先の労働市場の
特性、特殊部品から成る製品の特殊性といっ
た側面を考えると、従来の研究では、多国籍
企業の視点から特定産業の集積形成につい
て必ずしも統合的に論じられているわけで
はない。 
 従って、本研究は主に中国大連ソフトウェ
ア産業集積のなかの日本企業と現地企業を
取り上げて、詳細な事例分析を行い、２者の
相互作用とその影響を考察する。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、タスク特性に着目してア
ウトソーシングにおける多国籍企業と現地
企業の相互作用とその影響を明らかにする
ことである。 
研究対象として主に中国大連ソフトウェ
ア産業集積のなかの日本企業と現地企業を
取り上げ事例分析を行った。 
従来の研究を援用し、次のように論理を組
み立てる。すなわち、ある種の製品アーキテ
クチャと組織能力を持つ多国籍企業は、海外
に進出し、そこで現地サプライヤー企業を選
択する。現地企業は特定の多国籍企業の取引
を通じて能力構築をし、他の多国籍企業とも
取引をできるようになる。一方、現地企業か
らスピンオフした熟練労働者は、他の多国籍
企業に転職したり起業したりする。こうした
プロセスを経て、多国籍企業が持っているあ
る種の製品アーキテクチャに対応した組織
能力が現地に広がり、結果的に産業集積が形
成されると推察する。 

 
３．研究の方法 
インタビュー調査を通して企業のソフト
ウェア開発アウトソーシングにおける統合
マネジメントを考察する。 
インタビューでは半構造化形式を採用し、
公開資料や研究等の 2次データも適宜使用し
ている。質問項目は 3つの流れに沿って作成
した。一つ目は進出先におけるソフトウェア
開発のアウトソーシングの環境、二つ目は現
地で作る自社製品・システムの基本情報およ
び中国戦略、三つ目は現地サプライヤーとの
分業の実態についてである。インタビュー先
では、それぞれ 1時間から 2時間半程度の時
間で、1名～3名の対応者にヒアリングした。 
大連ソフトウェア産業の日本企業サンプ
ルは、産業パーク設立当初から進出した企業
1 社、大連ソフトウェア産業パークが設立後
10年経って進出した企業 2社である。大連ソ
フトウェア産業の現地企業サンプルは、各社
数人あるいは数十人規模の会社から、数千人
あるいは数万人に成長している企業 3社であ
る。3 企業は、大連ソフトウェア産業の有力
企業としても認識されている。またこれらの
現地企業は、多くの日本企業との取引を始め
たことで、大連ソフトウェア産業を牽引する



役割を果たしているとも言われている。従来
の研究では、産業集積における技術革新やベ
ンチャー企業のスピンオフ、ベンチャー企業
の買収、雇用創出に関して、域内の有力企業
が主要プレーヤーとなり、大きな役割を担っ
てきたと指摘されている。よって、これらの
サンプルを主に取り上げるのは妥当である。 
 
分析フレームワーク 
これまでの既存研究を踏まえると、製品ア
ーキテクチャ論を援用し、設計拠点（ソフト
ウェア開発）と生産拠点を包括的に分析する
ことがありうる（藤本・陳・葛・福澤, 2010）。
(1)自動車企業と日系サプライヤーとの企業
特殊的な部品取引から集積が発生した自動
車のケース(Kenney & Florida, 1993)、(2)中
国華南地域に集中する低賃金・大量の出稼ぎ
非熟練労働者を前提に、汎用的なハードウェ
アを組み立てる企業が集積したケース(関, 
2002; 藤本&新宅, 2005)、(3)パッケージ・ソ
フト開発に対応できる専門的技能を持つ安
価な熟練労働者のプールを前提とした、イン
ドソフトウェア産業集積のケース (梅澤 , 
2007; 田中, 2010)がある。(1)と、(2)(3)は、
製品アーキテクチャが異なるため、多国籍企
業やそのサプライヤーに求められる、調整集
約あるいは調整節約の能力が異なる。(2)と(3)
を比較すると、労働者の質には大きな違いが
ある。中国華南地域のように、汎用的なハー
ドウェアを組み立てる労働者には、大学卒業
者を求めておらず、中卒や高卒が基本的な労
働力となっている。しかし、(3)のソフトウェ
アの場合、簡単作業と言われるプログラミン
グでも、基本的に大学教育を受けた専門的技
能を持つ労働者が大量に必要なので、(2)のケ
ースに比べると、容易には集積が発生しない
と考えられる。一方、もう一つの可能性であ
るインテグラル型アーキテクチャ寄りの設
計（ソフトウェア開発）の事例については、
これまであまり論じられてこなかった。 

本研究の研究対象である、大連のソフトウ
ェア開発アウトソーシングにおける日本企
業と現地企業を取り上げることによって、分
析フレームワークの妥当性が高まると期待
できる。 
 

 
４．研究成果 
これまでの実証データに対してどのよう
な理論フレームワークで分析するか、という
ことに特に力を入れてきた。具体的には、製
品アーキテクチャ論を援用し、多国籍企業と
海外企業との相互作用、さらに 2者間の相互
作用が現地産業集積の形成に与える影響を
考察した。分析フレームワークに沿ってまと
めると、インテグラル型の自動車においては、
自動車企業が海外進出すると、サプライヤー
システムの移転も行われる。インテグラル型
製品の場合、最適設計された特殊部品の取引
を行うためだけでなく、自動車部品が重くか
さばり輸送費や輸送時間がかかる場合にお
いても、日系サプライヤーは自動車企業の周
辺に集まるため、産業集積が形成される。特
定の自動車メーカーとの相互作用によって
サプライヤーには関係的技能が蓄積されや
すい。輸送費がかかる自動車と輸送費がほぼ
かからないソフトウェアには大きな違いは
あるが、サプライヤーが特定の顧客と長期的
な取引を行い、その取引を通じて能力構築す
ること、そして、取引要件を満たすために人
材育成するという点において大連ソフトウ
ェア産業のケースと自動車のケースは類似
していると考えられる。ただし、自動車企業
やそのサプライヤーの現地工場は、工場内で
労働力を育成する一方、大連ソフト産業の場
合、現地企業は自社の人材不足を供給するた
めに IT 専門大学を作ったが、特定企業の要
件に応じた高いレベルの熟練労働力だけで
なく、社会一般にも専門技能を持つ労働力を
供給してきた。そして、現地企業がけん引す
る人材育成の取り組みは、現地大学や他の現
地企業にもある程度影響を及ぼした。人材の
質と育成基盤については、自動車企業のケー
スと大連ソフトウェア産業のケースには違
いがあると考えられる。 
一方、中国の家電産業のように、モジュラ
ー型製品を構成する部品は標準的であるた
め、自動車に比べれば、サプライヤーが長期
取引から関係的技能を蓄積する必要性は相
対的に低いと考えられる。ここでは、低賃金
だが高い離職率を前提として単能工による
分業型の生産システムが形成される。輸送費
がかかる家電と輸送費がほぼかからないソ
フトウェアの違いは明確である。ソフトウェ
ア開発と比較すると、家電の組み立てには非
熟練労働者のプール、ソフトウェア開発には
熟練労働者のプールを必要とすることが大
きな違いだと考えられる。 
ソフトウェア開発のなかでも、パッケー
ジ・ソフトウェア開発と組込みソフトウェア
開発には違いが見られる。パッケージ・ソフ
トウェアは、モジュール間の定義が予め厳密
に決められているため、ソフト設計は頻繁に
は変更されず、モジュール間の連携は相対的
に少なく、当事者間の相互調整も相対的に少
ない。ハードウェア製品からの影響も少ない、



ソフトウェア開発においては自己完結型に
近い形でできるため、理論上、ソフトウェア
企業が密集するところに集まる必要はない
のだが、安価で専門的な技能を持つ熟練労働
者プールの存在が多くの多国籍企業を引き
寄せている。こうした熟練労働者プールが形
成されたのは、既存の教育機関、すなわち、
インド工科大学などの一流大学が専門的な
技能を持つ新卒者を育て、さらに、頻繁に人
材が流動するためである。ここで熟練労働者
にとって重要なのは、ソフトウェアに関する
専門的な知識を持つことであり、現地企業に
とって重要なのは、高いソフトウェア技術力
を持つことである。しかしながら、本研究の
事例研究を通じて、中国大連の現地企業には
ソフトウェア開発という専門的技能に加え
て、関係的技能の蓄積も重要だと指摘できる。
従来の研究では、自動車部品の主要取引種類
（市販品、承認図部品、貸与図部品）に応じ
て開発や生産の段階で必要となる関係的技
能の構成要素を述べた。特定の中核企業との
取引を通じて蓄積される関係的技能は、タイ
ムリーな納品、品質保証、仕様改善による原
価低減といった局面で体現される。大連にお
ける日本企業と有力な現地企業の事例から
関係的技能の形成・蓄積が必要であることを
発見できた。 
また日本企業と大連のソフトウェア開発
現地企業の相互作用を取り上げることによ
って、多国籍企業起点の産業集積の形成につ
いて製品アーキテクチャ論を用いた分析フ
レームワークの有用性が高まった。 
日本の多国籍企業は、海外に進出すると、
本国の経営システムを維持できる地域（例え
ば大連）と、そうでない地域（例えば華南）
に立地する。多国籍企業は、業務を内製する
か、外注するか、現地市場向けの製品設計を
どこまで現地で行うかについて、立地先の労
働市場の多様性や現地企業の多国籍企業に
対する適合性を判断して決定すると考えら
れる。本国のサプライヤーを海外に連れてい
くことで、本国の経営システムを維持するの
は、日本の多国籍企業にとって唯一のシナリ
オではない。現地企業の活用を含めて、フレ
キシブルな経営姿勢が求められよう。 
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トウェア開発アウトソーシング―大連に
おける日本企業と現地企業の取り組み、
東京大学大学院経済学研究科ものづくり
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ム定例会議、招待講演、2016年 12月 16
日、東京大学大学院経済学研究科ものづ
くり経営研究センター、東京都、文京区 
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